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1. 概要 
 
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」という。）は、「国の研究開発

評価に関する大綱的指針（平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）」に基づき、令和 6 年 3 月 21
日に「原子力施設の廃止措置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開発」に関する第 4
期中長期目標期間の研究開発計画のうち、令和 3 年度以降に開始した研究テーマに対する事前評

価を廃止措置研究開発・評価委員会に諮問した。 
諮問に先立ち、令和 6 年 3 月 8 日に第 6 回廃止措置研究開発・評価委員会を開催し、評価項目、

評価方法、研究テーマ等に関して原子力機構から説明するとともに、質疑を実施した。委員会は

それらの説明と質疑をもとに定められた評価の観点に従い評価を行った。 
本報告書は、廃止措置研究開発・評価委員会による「評価結果（答申書）」及び「廃止措置研究

開発・評価委員会の提言に対する原子力機構の措置」をまとめたものである。 
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2. 廃止措置研究開発・評価委員会の委員構成 
 

本委員会は令和 6 年 3 月 21 日（諮問日）現在、以下の 6 名の委員で構成されている。 
 

委員長 佐々木 隆之 国立大学法人京都大学大学院 
工学研究科 原子核工学専攻 教授 

委 員 
 

浅沼 徳子 学校法人東海大学 
工学部 応用化学科 准教授 

委 員 
 

桐山 崇 日本原子力発電株式会社 
廃止措置プロジェクト推進室長 

委 員 
 

永橋 賢司 国立研究開発法人海洋研究開発機構 
経済安全保障重要技術育成プログラム統括プロジェクトチーム 
海空無人機開発プロジェクトチーム プロジェクト長 

委 員 
 

新津 好伸 日本原燃株式会社 
技術本部 技術管理部長 

委 員 
 

吉田 剛 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
イノベーション推進部長 
 
 
（委員については五十音順） 
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3. 審議経過 
 
3.1 第 6 回 廃止措置研究開発・評価委員会：令和 6 年 3 月 8 日（事前評価） 

令和 3 年度以降に開発を開始した以下の研究テーマについて、研究開発課題の選定の妥当

性、方向性・目的・目標等の妥当性、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性等の観点で評価

のための聞き取りを実施した。 
・レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 
・保管廃棄物容器自動点検技術の開発 
・放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 
・レーザー除染技術開発 
・廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手法の開発（デジタル技術） 
・廃棄物処理作業へのロボットの適用に関する技術開発 
 

3.2 諮問：令和 6 年 3 月 21 日 
 
3.3 答申：令和 6 年 10 月 1 日 

 

2. 廃止措置研究開発・評価委員会の委員構成 
 

本委員会は令和 6 年 3 月 21 日（諮問日）現在、以下の 6 名の委員で構成されている。 
 

委員長 佐々木 隆之 国立大学法人京都大学大学院 
工学研究科 原子核工学専攻 教授 

委 員 
 

浅沼 徳子 学校法人東海大学 
工学部 応用化学科 准教授 

委 員 
 

桐山 崇 日本原子力発電株式会社 
廃止措置プロジェクト推進室長 

委 員 
 

永橋 賢司 国立研究開発法人海洋研究開発機構 
経済安全保障重要技術育成プログラム統括プロジェクトチーム 
海空無人機開発プロジェクトチーム プロジェクト長 

委 員 
 

新津 好伸 日本原燃株式会社 
技術本部 技術管理部長 

委 員 
 

吉田 剛 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
イノベーション推進部長 
 
 
（委員については五十音順） 
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4. 評価方法 
 

事前評価にあたっては、評価対象とした研究開発項目、評価の観点、評価手順等について原

子力機構事務局より廃止措置研究開発・評価委員会において説明を行い、各委員の了承を得て

進めた。 
 
4.1 評価対象及び研究開発項目 

評価対象については、第 4 期中長期目標期間（令和 4 年 4 月～令和 11 年 3 月）の廃止措

置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開発のうち、令和 3 年度以降に開発を開始

した以下の研究開発項目とした。 
①レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 
②保管廃棄物容器自動点検技術の開発 
③放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 
④レーザー除染技術開発 
⑤廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手法の開発（デジタル技術） 
⑥廃棄物処理作業へのロボットの適用に関する技術開発 

 
4.2 評価の観点及び評価区分 

以下の評価の観点①～⑥について、評価区分「妥当」、「要改善」の評価を行った。 
【評価の観点】 
①研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
②方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
③研究資金・人材等の研究開発資源の配分の妥当性 
④国内外他機関との連携の妥当性 
⑤社会実装に向けた取組計画の妥当性 
（技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む） 

⑥科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 
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5. 評価結果（答申書） 
 
 
 

令和 6 年 10 月 1 日 

 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

バックエンド統括本部 

本部長 板倉 康洋 殿 

 

 

廃止措置研究開発・評価委員会 

委員長  佐々木 隆之 

 

 

 

 

研究開発課題の事前評価結果について(答申) 

 

 

 

 

令和 6 年 3 月 21 日付貴発「令 05 原機(バ統)001」において諮問のありました、研究開発

課題「原子力施設の廃止措置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開発」の事前

評価について、評価結果を別紙のとおり答申します。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

4. 評価方法 
 

事前評価にあたっては、評価対象とした研究開発項目、評価の観点、評価手順等について原

子力機構事務局より廃止措置研究開発・評価委員会において説明を行い、各委員の了承を得て

進めた。 
 
4.1 評価対象及び研究開発項目 

評価対象については、第 4 期中長期目標期間（令和 4 年 4 月～令和 11 年 3 月）の廃止措

置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開発のうち、令和 3 年度以降に開発を開始

した以下の研究開発項目とした。 
①レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 
②保管廃棄物容器自動点検技術の開発 
③放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 
④レーザー除染技術開発 
⑤廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手法の開発（デジタル技術） 
⑥廃棄物処理作業へのロボットの適用に関する技術開発 

 
4.2 評価の観点及び評価区分 

以下の評価の観点①～⑥について、評価区分「妥当」、「要改善」の評価を行った。 
【評価の観点】 

①研究開発課題の選定の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
②方向性・目的・目標等の妥当性（効果・効用（アウトカム）の観点を含む） 
③研究資金・人材等の研究開発資源の配分の妥当性 
④国内外他機関との連携の妥当性 
⑤社会実装に向けた取組計画の妥当性 

（技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む） 
⑥科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 
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（別紙） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「原子力施設の廃止措置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開発」 

に関する事前評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 6 年 10 月 1 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

廃止措置研究開発・評価委員会 
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1.はじめに 

 

廃止措置研究開発・評価委員会は、日本原子力研究開発機構 （機構）が進める原子力施

設の廃止措置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開発についての評価及び助

言を行うことを目的とし、日本原子力研究開発機構の外部委員会として設置されている。 

本評価委員会は、「国の研究開発評価に関する大綱的指針」(平成 28 年 12 月 21 日内閣

総理大臣決定)に基づき、令和 6 年 3 月 21 日に日本原子力研究開発機構から、「原子力施

設の廃止措置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開発」に関する事前評価につ

いて諮問を受けた。 

本評価委員会は、諮問に基づいて日本原子力研究開発機構において令和 3 年度以降に開

発を開始した研究テーマについて事前評価を実施し、その評価結果を本答申書に取りまと

めた。 

本評価委員会による評価や意見が、今回討議及び評価を実施した各々の研究開発テーマ

へ適切に反映されるとともに、今後の原子力施設の廃止措置及び関連する放射性廃棄物の

処理に関する技術開発の更なる発展に役立てられることを切に願う。また、本評価委員会

の委員各位には、多忙を極める中で、非常に熱心に評価に携わっていただいた。各位のご

尽力に深甚の謝意を表する。 

 

令和 6 年 10 月 1 日 

廃止措置研究開発・評価委員会 

委員長 佐々木 隆之 

  

This is a blank page. 
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2.廃止措置研究開発・評価委員会委員名簿 

 

 氏名 所属・職位 

委員長 佐々木 隆之 
国立大学法人京都大学大学院 工学研究科 原子核工学専攻 

教授 

委員 浅沼 徳子 
学校法人東海大学 工学部 応用化学科 

准教授 

委員 桐山 崇 
日本原子力発電株式会社 

廃止措置プロジェクト推進室長 

委員 永橋 賢司 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 
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3.評価の方法 

 

昨年度、研究開発・評価委員会のルールの一部が変更となり、独立行政法人の評価に関

する指針に基づく評価を研究開発・評価委員会で実施する必要がなくなっているが、今年

度の委員会では、これまで通り、研究開発の質の向上、成果の国民への還元の観点から、

各委員の専門の立場で評価することとした。 

事前評価の対象とした研究開発項目を表-1 に、評価の観点を表-2 に示す。特に、研究

開発課題の選定の妥当性、方向性・目的・目標等の妥当性、社会的・経済的意義/ニーズへ

の適合性等の観点で評価を実施した。なお、これらの新たな研究開発 6 テーマは、既に研

究開発を実施していることから、中間評価の観点(各観点についての見直しの必要性、効

果・効用の暫定的確認、資源の再配分の妥当性等)についても合わせて評価を実施した。 

評価区分は「妥当」、「要改善」とし、評価の観点にしたがって評価を実施した。 

 

 

表-1 事前評価における研究開発項目 

No. 研究開発項目 

① レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 

② 保管廃棄物容器自動点検技術の開発 

③ 放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 

④ レーザー除染技術開発 

⑤ 廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手法の開発(デジタル技術) 

⑥ 廃棄物処理作業へのロボットの適用に関する技術開発 

 

 

表-2 事前評価における評価の観点 

No. 評価の観点 

(1) 研究開発課題の選定の妥当性(効果・効用(アウトカム)の観点を含む) 

(2) 方向性・目的・目標等の妥当性(効果・効用(アウトカム)の観点を含む) 

(3) 研究資金・人材等の研究開発資源の配分の妥当性 

(4) 国内外他機関との連携の妥当性 

(5) 
社会実装に向けた取組計画の妥当性 

(技術・知識基盤プラットフォームの構築・提供を含む) 

(6) 科学技術政策、社会的・経済的意義/ニーズへの適合性 
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経済安全保障重要技術育成プログラム統括プロジェクトチーム 

海空無人機開発プロジェクトチーム 

プロジェクト長 

委員 新津 好伸 
日本原燃株式会社 技術本部 

技術管理部長 

委員 吉田 剛 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

イノベーション推進部長 
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4.事前評価結果 

 

4-1.研究開発項目別評価結果 

 

① レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 

 

1F 廃炉を含めて原子力施設の廃止措置が長期化している中、保管廃棄物の健全性維

持が重要な課題と認識した上で、産業界でも信頼性、安全性の高いレーザー技術を選定

して廃棄物容器の除錆作業に適用することは、得られる効果も明確であり効果的な手法

であることから、課題の選定は妥当である。 

工程短縮と品質向上を目途に、既存技術を適用する場合の技術的課題を明確にし、技

術実証のための条件の最適化を目指していることから、方向性・目的・目標等は妥当で

ある。 

機構内の連携はできており概ね妥当ではあるが、資金配分については評価に十分な説

明が得られなかったことから改善が必要である。 

機構内での連携・活用を経た上で国内外他機関との連携や社会実装に向けた取組が計

画されていることから連携は妥当である。 

機構内の廃棄物容器への適用のみならず、腐食の影響を受けやすい沿岸部の原子力施

設の廃棄物や高線量の廃棄物を保管する 1F への適用、さらには装置の小型化や可搬性

の向上により、様々な分野への適用拡大が見込まれることから、ニーズへの適合性は妥

当である。 

 

以上のことから、改善すべき点も含めて総合的に判断した結果、本研究開発項目を実

施することについては「妥当」と評価する。 

   なお、委員会では、委員から以下の提言があったので、今後の研究開発の参考として

ほしい。 

 

・コスト評価を実施して資金配分の妥当性を示すこと。 

・内容物は可燃物だけでなく様々なものが想定されることから、内容物に与える熱の

影響を十分に検討してほしい。また、全体の作業工程(除錆の場合、下塗、乾かす

等)や対象範囲が限定されるのかも含めて検討してほしい。 

・適用可能性、適用範囲、コスト、二次廃棄物の扱いについては、他の技術と比較も

踏まえての判断が必要である。そのため、他拠点の異なる容器材料についてもでき

るだけ早期の検討に着手した方がよい。また、容器の保管環境や状態が各拠点で異

なると想定されるため、今回の補修は、どの環境下のものを対象とするのか、どの

程度の発錆までを対象とするのか明確にした方がよい。 

・長寿命化を目指すためのメカニズム理解等の基礎研究については、目的を絞った形
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で進めてほしい。 

・実証された技術等の積極的な採用により、開発リスクを極小化することがより望ま

しく、外部機関の連携や原子力以外の他分野のレーザー技術も参考にし、課題解決

のための知見を得る可能性を検討してほしい。 

・特許取得した後は積極的に開示し、産業界との協力を通じて、社会への技術還元を

行うことが期待される。なお、その際には、原子力以外の他分野のレーザー技術の

出願状況を分析して、協働していく等の戦略も検討してほしい。 

・防錆処理はまだ克服すべき課題が残されていると判断する。特許化はあくまで将来

的な目標と考え、実証の可能性も含めて計画的に取り組むとよい。 

・補修技術は重要である一方、ドラム缶の維持管理を適切に行うこととつなげて検討

してほしい。 

 

② 保管廃棄物容器自動点検技術の開発 

 

本技術は、作業員の負荷や被ばく低減に貢献する課題であるとともに、作業員確保と

いう喫緊の課題にも貢献できる技術である。また、同様の廃棄物を保管する機構内外の

施設への適用も考慮されており、課題の選定は妥当である。 

   効率化や判断性の向上、被ばく低減も含めた安全性の向上の点で方向性や達成目標が

明確化されている上、コスト意識をもって計画されていることから概ね妥当ではある。

しかし、技術の展開には施設ごとの廃棄物容器の状況、それに対応したカメラの仕様、

画像診断技術等のトータルバランスとコストも含めた総合評価が不可欠であり、過去の

画像と比較する技術も含めて要求される画像認識能力も含めた目標設定が必要である

ことから、課題の方向性・目標については目標の改善が必要である。 

機構内の協力体制はできており、資源の配分も妥当である。 

地元企業との連携が図られており、開発連携体制は妥当である。 

本技術は汎用性が高く、ふげんのみならず原子炉施設やサイクル施設への適用も期待

できることから社会実装に向けた取組計画は妥当である。 

本技術は、自動化による省人化、安全性向上のニーズに応えられる技術である上、機

構内外の廃棄物保管施設へも適用可能であり、社会的・経済的意義/ニーズについては、

概ね妥当である。 

 

以上のことから、改善すべき点も含めて総合的に判断した結果、本研究開発項目を実

施することについては「妥当」と評価する。 

なお、委員会では、委員から以下の提言があったので、今後の研究開発の参考として

ほしい。 

 

・過去の画像と比較する技術も含めて要求される画像認識能力も含めた目標を設定す

 
 

 

4.事前評価結果 

 

4-1.研究開発項目別評価結果 

 

① レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 

 

1F 廃炉を含めて原子力施設の廃止措置が長期化している中、保管廃棄物の健全性維

持が重要な課題と認識した上で、産業界でも信頼性、安全性の高いレーザー技術を選定

して廃棄物容器の除錆作業に適用することは、得られる効果も明確であり効果的な手法

であることから、課題の選定は妥当である。 

工程短縮と品質向上を目途に、既存技術を適用する場合の技術的課題を明確にし、技

術実証のための条件の最適化を目指していることから、方向性・目的・目標等は妥当で

ある。 

機構内の連携はできており概ね妥当ではあるが、資金配分については評価に十分な説

明が得られなかったことから改善が必要である。 

機構内での連携・活用を経た上で国内外他機関との連携や社会実装に向けた取組が計

画されていることから連携は妥当である。 

機構内の廃棄物容器への適用のみならず、腐食の影響を受けやすい沿岸部の原子力施

設の廃棄物や高線量の廃棄物を保管する 1F への適用、さらには装置の小型化や可搬性

の向上により、様々な分野への適用拡大が見込まれることから、ニーズへの適合性は妥

当である。 

 

以上のことから、改善すべき点も含めて総合的に判断した結果、本研究開発項目を実

施することについては「妥当」と評価する。 

   なお、委員会では、委員から以下の提言があったので、今後の研究開発の参考として

ほしい。 

 

・コスト評価を実施して資金配分の妥当性を示すこと。 

・内容物は可燃物だけでなく様々なものが想定されることから、内容物に与える熱の

影響を十分に検討してほしい。また、全体の作業工程(除錆の場合、下塗、乾かす

等)や対象範囲が限定されるのかも含めて検討してほしい。 

・適用可能性、適用範囲、コスト、二次廃棄物の扱いについては、他の技術と比較も

踏まえての判断が必要である。そのため、他拠点の異なる容器材料についてもでき

るだけ早期の検討に着手した方がよい。また、容器の保管環境や状態が各拠点で異

なると想定されるため、今回の補修は、どの環境下のものを対象とするのか、どの

程度の発錆までを対象とするのか明確にした方がよい。 

・長寿命化を目指すためのメカニズム理解等の基礎研究については、目的を絞った形
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ること。 

・技術の導入により、作業員の技量の低下や熟練者の減少を招くことにならないよう

な取組を目指すことも検討してほしい。 

・廃棄物容器の保管時の点検については、機構内でも展開可能な技術と考えられ、ま

ずはふげんサイトで実証まで進めることが重要であると考える。取組の中で、他部

署の特徴や問題等も把握し、適宜連携が取れるとよい。 

・同じような画像診断による点検例は多く存在するはずなので、関係する学会への参

加等で情報収集すべき。その上で、実証された技術等の積極的な採用により、良好

な開発成果を確実に得られるようにしてほしい。 

・様々な意見を聞くことは妥当だが、拠点の環境・ロケーションにより、状況が異な

ると思われるため、総花的にならないように、優先順位をつけた方がよい。 

・画像診断システムについては、変化や進展が著しい分野と推察する。取り入れてい

る技術が妥当な水準のものなのか、目的にかなっているかどうか、適宜判断しなが

ら進める必要がある。その上で、目視点検に代わる効率的な手法が開発できればよ

い。なお、本研究開発の成果は、他事業者への展開も望まれ、他事業者における同

様の点検の実情やニーズについて具体的に調査把握し、解決に向けた技術課題を共

有することも必要である。 

・中途半端な自動化により作業員の負担が逆に増加しないよう、全体の点検作業の中

で、人がかかわる点検の部分を具体的に書き出し、自動化の対象となる点検の部分

を明確にすることを検討してほしい。 

・廃止措置が長期化している中で、保管中の廃棄物の健全性維持は重要な課題である

ことから、本研究成果は他事業者への展開も望まれる。 

・ドラム缶の積み下ろし作業の省略の記述があるが、どの程度の欠陥までを対象とし

て確認するのか、開発目標を段階的に定める等、明確にしてはどうか。保管容器の

収納方法に関して、検査しやすいような設置方法についても目を向ける必要がある。 

 

③ 放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 

 

一定の技術と経験が必要なため大きなコスト要因となっている分析前処理技術につ

いて、合理化を図る技術課題であることから、課題の選定は妥当である。 

分析のシームレス化で多様な核種分析に対応する手法を目指しており、概ね妥当では

あるものの、目標、分析スキームの妥当性を正確に評価するために、課題の方向性・目

的については、具体的な対象廃棄物やニーズを明確にする改善が必要である。 

資源の配分については概ね妥当ではあるものの、目標、目的がより明確に絞られれば、

妥当性の判断をより明確に行うことができる。また、人材配分についても、具体的な例

示が必要である。 

大学とも連携しており概ね妥当ではあるものの、最新の課題を共有する上で重要な 1F
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との連携の意義を具体的に示すことが必要である。 

社会実装に向けた取組計画は概ね妥当ではあるものの、社会の具体的ニーズや対象と

なる廃棄物を明確化することが必要である。 

分析技術の高効率化、自動化は社会のニーズに合致するとともに 1F 廃炉推進にも貢

献できることから開発の意義は大きく、概ね妥当ではあるものの、1F 廃炉の推進の具体

的ニーズへの適合性をより明確に示すことが必要である。 

 

以上のことから、改善すべき点も含めて総合的に判断した結果、本研究開発項目を実

施することについては「妥当」と評価する。 

 なお、委員会では、委員から以下の提言があったので、今後の研究開発の参考として

ほしい。 

 

・目標を明確化するため、具体的な廃棄物・ニーズを明確化すること。 

・人材配分を具体的に示すこと。 

・最新の課題を共有する上で重要な 1F との連携の意義とニーズを具体的に示すこと。 

・社会の具体的ニーズを明確に示すこと。 

・取り組んでいる内容は、基礎研究として高い価値を見出しているものと感じる。こ

の技術が現場のニーズに適合すれば、高い成果を生み出すと考えられるので、早い

段階で整理したほうがよい。活用先も視野に入れた取組が必要である。 

・本技術開発については、優秀な人員確保とともに、人材育成が進むことに期待した

い。 

・ニーズを分析し、より効率的な手法の開発に期待したい。現在取り組んでいる研究

成果がどのように活用できるか、逆に、現場での要望にどう研究成果をアレンジし

て実装できるか、早めに整理して取り組むことを期待したい。 

・現場との連携によりターゲットを明確にして進めていくことも必要である。 

 

④ レーザー除染技術開発 

 

本技術は、二次廃棄物発生量、コスト及び被ばくの低減のために有効であり、また、

対象を絞って優先的に取り組む計画となっていることから課題の選定は妥当である。 

クリアランス化も目指した除染技術に向け、検討方法、実証方法も明確にされている

ことから目的・目標等は妥当である。 

優先順位の高い重点課題として関係拠点とも連携して進める計画となっており、また、

資源の配分も妥当である。 

大学、企業と連携して試験条件や材料等の物性に関する検討を実施しており、連携は

妥当である。 

本技術は汎用性が高く、クリアランスの達成にも貢献でき、電力の濃縮事業や廃炉の

 
 

 

ること。 

・技術の導入により、作業員の技量の低下や熟練者の減少を招くことにならないよう

な取組を目指すことも検討してほしい。 

・廃棄物容器の保管時の点検については、機構内でも展開可能な技術と考えられ、ま

ずはふげんサイトで実証まで進めることが重要であると考える。取組の中で、他部

署の特徴や問題等も把握し、適宜連携が取れるとよい。 

・同じような画像診断による点検例は多く存在するはずなので、関係する学会への参

加等で情報収集すべき。その上で、実証された技術等の積極的な採用により、良好

な開発成果を確実に得られるようにしてほしい。 

・様々な意見を聞くことは妥当だが、拠点の環境・ロケーションにより、状況が異な

ると思われるため、総花的にならないように、優先順位をつけた方がよい。 

・画像診断システムについては、変化や進展が著しい分野と推察する。取り入れてい

る技術が妥当な水準のものなのか、目的にかなっているかどうか、適宜判断しなが

ら進める必要がある。その上で、目視点検に代わる効率的な手法が開発できればよ

い。なお、本研究開発の成果は、他事業者への展開も望まれ、他事業者における同

様の点検の実情やニーズについて具体的に調査把握し、解決に向けた技術課題を共

有することも必要である。 

・中途半端な自動化により作業員の負担が逆に増加しないよう、全体の点検作業の中

で、人がかかわる点検の部分を具体的に書き出し、自動化の対象となる点検の部分

を明確にすることを検討してほしい。 

・廃止措置が長期化している中で、保管中の廃棄物の健全性維持は重要な課題である

ことから、本研究成果は他事業者への展開も望まれる。 

・ドラム缶の積み下ろし作業の省略の記述があるが、どの程度の欠陥までを対象とし

て確認するのか、開発目標を段階的に定める等、明確にしてはどうか。保管容器の

収納方法に関して、検査しやすいような設置方法についても目を向ける必要がある。 

 

③ 放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 

 

一定の技術と経験が必要なため大きなコスト要因となっている分析前処理技術につ

いて、合理化を図る技術課題であることから、課題の選定は妥当である。 

分析のシームレス化で多様な核種分析に対応する手法を目指しており、概ね妥当では

あるものの、目標、分析スキームの妥当性を正確に評価するために、課題の方向性・目

的については、具体的な対象廃棄物やニーズを明確にする改善が必要である。 

資源の配分については概ね妥当ではあるものの、目標、目的がより明確に絞られれば、

妥当性の判断をより明確に行うことができる。また、人材配分についても、具体的な例

示が必要である。 

大学とも連携しており概ね妥当ではあるものの、最新の課題を共有する上で重要な 1F
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効率化にも期待できることから、社会実装に向けた取組計画は妥当である。 

濃縮事業も含めた他の原子力施設での適用、他の技術と連携して多様な展開が期待で

きることから社会的ニーズ等への適合性は妥当である。 

 

以上のことから、本研究開発項目を実施することについては「妥当」と評価する。 

なお、委員会では、委員からは以下の提言があったので、今後の研究開発の参考とし

てほしい。 

 

・最終的な他施設への展開にあたり、CO2及び UV レーザーの選択やその方法等につい

て、具体的な指針や留意点を示すことで、実用化の評価がしやすくなる。 

・遠心機のウランフッ化物の除染で、反応機構や特徴を把握し、他の汚染物へ応用す

るための要素をまとめられるとよい。他の乾式・湿式法との比較も合わせて行うと

実用化のための判断材料になる。 

・炭酸ガスレーザーの選択により、目的を達成できる可能性があり、そのための準備

も進められていると判断する。除染により発生するヒュームの回収とその取扱い

(二次廃棄物の扱い)についても今後検討を進めてほしい。 

・コスト削減や二次廃棄物の発生量低減について、他の技術と比較可能なように、得

られる情報を取りまとめていくとよい。上記が達成されれば、社会的・経済的意義

/ニーズに適合するものと考える。 

・本研究開発は、レーザーによる保管廃棄物容器補修技術と関連があると思われるた

め、原理的な部分は連携をしてほしい。 

 

⑤ 廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手法の開発(デジタル技術) 

 

今後の原子力施設の廃止措置を見据えて、解体した廃棄物の保管容器の充填率を上げ

ていくことは、重要な着眼点であり、デジタル技術を活用することで、被ばく低減や作

業効率・コスト低減につながるため、課題の選定は妥当である。 

現場の要望に応じて最適化が可能なデジタル技術であり、目的、アプローチ、エンド

ステートが十分検討されていることから目的・目標等は妥当である。 

研究資金やプログラム要員の確保のほか、現場の人員を配置して実証する体制も整備

されているため、資源の配分は妥当である。 

機構内での実証の後、電力との連携や産業界のニーズ取り込みを計画していることか

ら連携は妥当である。 

コストを考慮し、適切な計画を立案していることから、社会実装を見据えた計画は妥

当である。 

本技術は廃棄物インベントリとの紐付けにより被ばく評価や安全評価にも有益であ

り、安全につながる作業効率化のニーズに対応している。また、長期にわたる廃止措置
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は今後増加するため、ふげんでの実証を通じて得られる知見をもとに機構内外へも展開

可能であり、ニーズへの適合性は妥当である。 

 

以上のことから、本研究開発項目を実施することについては「妥当」と評価する。 

なお、委員会では、委員から以下の提言があったので、今後の研究開発の参考として

ほしい。 

 

・現場の情報をデータベース化しそれを適時に反映させて、柔軟なコード開発を目指

してほしい。その後、実際の現場への適用をきちんと視野に入れて進められるとよ

い。 

・他の分野(輸送関連等)にも同じような最適化手法がないか調査が必要ではないか。 

・コストと被ばく量の関係も同時に検討が必要である。 

・効率的な開発には、最適なツールと、これに長けた人材確保が重要である。 

・既に収納容器に入った廃棄物の内容を画像認識で把握し、事前に充填率を最適化で

きれば、作業の安全面、省力化が大きく進展するものと期待される。 

・各種廃棄物をどのような廃棄体として、埋設処分までもっていくことが必要なのか

といった検討を、最初にあるいは少なくとも並行して実施した方がよいのではない

か。詰め替え(手戻り)が発生すると、最終的にコストアップになるおそれもある。 

 

⑥ 廃棄物処理作業へのロボットの適用に関する技術開発 

 

本技術は、様々な形状の排気フィルタ処理に対し、安全性向上や被ばく低減、効率化

を目指して汎用性のあるロボットを適用することから、廃炉作業への適用も含めて課題

の選定は概ね妥当であるものの、ロボットの適用範囲について、さらに適用範囲を広げ

ていく検討も必要である。 

作業の全てをロボットに任せるのではなく協調作業を目指す点、汎用性の高いロボッ

トの使用や廃炉作業への展開の点で、課題の方向性・目的・目標等は概ね妥当である。

目標設定においては、ロボットの導入による被ばく量低減やコスト削減の定量的な効果

を示していってほしい。加えて、優先度の高い廃棄物処理作業の業務全体の作業を俯瞰

して人手作業の見直すべきポイントを明確化、ロボット化によるメリット(被ばく低減

効果や費用対効果)の具体化などを進めていくことも必要である。 

研究資金や人材は十分確保されており、資源の配分の点では概ね妥当ではあるものの、

ロボットありきの予算配分が懸念される点では改善が必要である。 

協力部署等との連携が示されており、連携は概ね妥当ではある。 

ニーズのポテンシャルが大きく、社会実装に向けた取組計画は妥当である。 

機構内のみならず原子力施設の排気フィルタ処理への展開が可能であり、社会的・経

済的意義・ニーズへの適合性は概ね妥当ではあるものの、人員不足への対応の点では優
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濃縮事業も含めた他の原子力施設での適用、他の技術と連携して多様な展開が期待で

きることから社会的ニーズ等への適合性は妥当である。 

 

以上のことから、本研究開発項目を実施することについては「妥当」と評価する。 

なお、委員会では、委員からは以下の提言があったので、今後の研究開発の参考とし

てほしい。 

 

・最終的な他施設への展開にあたり、CO2及び UV レーザーの選択やその方法等につい

て、具体的な指針や留意点を示すことで、実用化の評価がしやすくなる。 

・遠心機のウランフッ化物の除染で、反応機構や特徴を把握し、他の汚染物へ応用す

るための要素をまとめられるとよい。他の乾式・湿式法との比較も合わせて行うと

実用化のための判断材料になる。 

・炭酸ガスレーザーの選択により、目的を達成できる可能性があり、そのための準備

も進められていると判断する。除染により発生するヒュームの回収とその取扱い

(二次廃棄物の扱い)についても今後検討を進めてほしい。 

・コスト削減や二次廃棄物の発生量低減について、他の技術と比較可能なように、得

られる情報を取りまとめていくとよい。上記が達成されれば、社会的・経済的意義

/ニーズに適合するものと考える。 

・本研究開発は、レーザーによる保管廃棄物容器補修技術と関連があると思われるた

め、原理的な部分は連携をしてほしい。 

 

⑤ 廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手法の開発(デジタル技術) 

 

今後の原子力施設の廃止措置を見据えて、解体した廃棄物の保管容器の充填率を上げ

ていくことは、重要な着眼点であり、デジタル技術を活用することで、被ばく低減や作

業効率・コスト低減につながるため、課題の選定は妥当である。 

現場の要望に応じて最適化が可能なデジタル技術であり、目的、アプローチ、エンド

ステートが十分検討されていることから目的・目標等は妥当である。 

研究資金やプログラム要員の確保のほか、現場の人員を配置して実証する体制も整備

されているため、資源の配分は妥当である。 

機構内での実証の後、電力との連携や産業界のニーズ取り込みを計画していることか

ら連携は妥当である。 

コストを考慮し、適切な計画を立案していることから、社会実装を見据えた計画は妥

当である。 

本技術は廃棄物インベントリとの紐付けにより被ばく評価や安全評価にも有益であ

り、安全につながる作業効率化のニーズに対応している。また、長期にわたる廃止措置
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先度の高い廃棄物処理作業を対象にターゲットを明確化すべき点で改善が必要である。 

 

以上のことから、改善すべき点も含めて総合的に判断した結果、本研究開発項目を実

施することについては「妥当」と評価する。 

なお、委員会では、委員から以下の提言があったので、今後の研究開発の参考として

ほしい。 

 

・目下の課題である排気フィルタ処理へのロボットの適用を実証した後は、現に実施

している様々な作業の中から人員不足や安全性向上、効率化の観点で課題を選定す

ること。 

・ロボット化によるメリット(被ばく低減効果や費用対効果)を示すこと。また、今後

の展開に際しては、優先度の高い廃棄物処理作業の業務全体の作業を俯瞰して人手

作業の見直すべきポイントを明確化すること。 

・ロボット化によるメリット(被ばく低減効果や費用対効果)を示し、ロボットありき

の開発ではないことを示すこと。 

・学生の受け入れだけではなく、必要であれば大学等と連携を取って進めること。 

・ロボット技術は、他の分野での成功事例を上手く取り入れ、連携を進めるべきであ

るとともに、作業内容を具体的に絞って検討すれば、ロボットの選定や学習方法等

も含めて、他機関との連携も具体的になってくるものと考える。 

・一般にロボットの開発コストは求める能力によって大きな幅があると推察する。調

査を継続し、他の廃棄物処理への展開の可否は多角的に判断、提案がなされること

が望ましい。 

・安全かつ効率的な廃棄物の取扱いは、各種原子力施設で非常に重要である。しかし、

取り扱う廃棄物の種類は様々であるため、社会実装に向けては、共通の課題を見出

す、優先度をつける等、計画に反映することを期待する。 

・協調ロボットの開発には、現場との連携が不可欠であるため、現場からの具体的な

フィードバックを得る体制や頻度を適切に設定して進めることも必要である。 

・まずは、廃棄フィルタの打ち抜きへの適用に向けて具体化させ、活用実績を得つつ、

他の廃棄物へ拡張していくとよい。 

 

4-2.総合評価結果 

 

研究開発課題「原子力施設の廃止措置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開

発」について、令和 3 年度以降開始した研究開発テーマの事前評価を実施した。 

全体として、いずれの研究開発項目においても、機構施設の廃止措置や廃棄物の処理を

進める上で不可欠な技術の開発、実証を目指している。これらの研究開発を着実に進める

ことにより、施設の廃止措置や廃棄物処理が円滑に進むとともに、国内外の原子炉施設の
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廃止措置や廃棄物処理の安全かつ着実な実施への貢献が期待できることから、課題、方向

性・目的・目標等については適切に設定されていると評価できる。また、実用化に向けた

取組が計画されており、成果の社会実装が期待される計画と認められる。さらに、各研究

開発項目の実施に当たっては、他機関との連携を行う計画となっており、人材育成、国内

外他機関との連携が期待される計画と評価できる。 

これらのことから、本委員会に提案された研究開発課題を実施することは 「妥当」と評

価する。 

本研究開発課題を進めるに当たっては、廃止措置や廃棄物処理の経済性を考慮し、福島

第一原子力発電所の廃炉への貢献を含めた社会実装の実現を期待するとともに、今までと

は違う新たな分野との連携によるイノベーション創出への取組も期待する。一方、新たな

状況変化に対しては、人材配置や資金配分の見直しを含め、計画を見直す柔軟性を保つこ

とが望まれる。 

 

 

以上 
 

  

 
 

 

先度の高い廃棄物処理作業を対象にターゲットを明確化すべき点で改善が必要である。 

 

以上のことから、改善すべき点も含めて総合的に判断した結果、本研究開発項目を実

施することについては「妥当」と評価する。 

なお、委員会では、委員から以下の提言があったので、今後の研究開発の参考として

ほしい。 

 

・目下の課題である排気フィルタ処理へのロボットの適用を実証した後は、現に実施

している様々な作業の中から人員不足や安全性向上、効率化の観点で課題を選定す

ること。 

・ロボット化によるメリット(被ばく低減効果や費用対効果)を示すこと。また、今後

の展開に際しては、優先度の高い廃棄物処理作業の業務全体の作業を俯瞰して人手

作業の見直すべきポイントを明確化すること。 

・ロボット化によるメリット(被ばく低減効果や費用対効果)を示し、ロボットありき

の開発ではないことを示すこと。 

・学生の受け入れだけではなく、必要であれば大学等と連携を取って進めること。 

・ロボット技術は、他の分野での成功事例を上手く取り入れ、連携を進めるべきであ

るとともに、作業内容を具体的に絞って検討すれば、ロボットの選定や学習方法等

も含めて、他機関との連携も具体的になってくるものと考える。 

・一般にロボットの開発コストは求める能力によって大きな幅があると推察する。調

査を継続し、他の廃棄物処理への展開の可否は多角的に判断、提案がなされること

が望ましい。 

・安全かつ効率的な廃棄物の取扱いは、各種原子力施設で非常に重要である。しかし、

取り扱う廃棄物の種類は様々であるため、社会実装に向けては、共通の課題を見出

す、優先度をつける等、計画に反映することを期待する。 

・協調ロボットの開発には、現場との連携が不可欠であるため、現場からの具体的な

フィードバックを得る体制や頻度を適切に設定して進めることも必要である。 

・まずは、廃棄フィルタの打ち抜きへの適用に向けて具体化させ、活用実績を得つつ、

他の廃棄物へ拡張していくとよい。 

 

4-2.総合評価結果 

 

研究開発課題「原子力施設の廃止措置及び関連する放射性廃棄物の処理に関する技術開

発」について、令和 3 年度以降開始した研究開発テーマの事前評価を実施した。 

全体として、いずれの研究開発項目においても、機構施設の廃止措置や廃棄物の処理を

進める上で不可欠な技術の開発、実証を目指している。これらの研究開発を着実に進める

ことにより、施設の廃止措置や廃棄物処理が円滑に進むとともに、国内外の原子炉施設の
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6. 廃止措置研究開発・評価委員会の提言に対する原子力機構の措置 
 

①レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 

提言 機構の措置 

コスト評価を実施して資金配分の妥当性を

示すこと。 

本テーマは、令和 5 年度に現場実装を行い、

適用の実現性を確認しています。資金配分

の妥当性については、令和 6 年度に本技術

の導入コスト、ランニングコスト、省人効果

等を含めた総合的な評価により示します。 

内容物は可燃物だけでなく様々なものが想

定されることから、内容物に与える熱の影

響を十分に検討してほしい。また、全体の作

業工程(除錆の場合、下塗、乾かす等)や対象

範囲が限定されるのかも含めて検討してほ

しい。 

保管している廃棄物は基本的に不燃性又は

難燃性であり、仮に木、布、紙等の可燃性廃

棄物が混在する場合であっても、除錆時に

は発火等に対し十分低い温度であることを

確認しております。一方で、防錆処理につい

ては、除錆よりも高温となるため、内容物に

与える熱の影響について今後も検討を進め

てまいります。また、作業工程対象範囲につ

いては、他拠点等に展開する際に、現場の特

性等に合わせて検討を進めます。 
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提言 機構の措置 
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提言 機構の措置 

防錆処理はまだ克服すべき課題が残されて

いると判断する。特許化はあくまで将来的

な目標と考え、実証の可能性も含めて計画

的に取り組むとよい。 

今後の研究開発について、実証及び知財戦

略を考慮して計画的に進めます。 

補修技術は重要である一方、ドラム缶の維

持管理を適切に行うこととつなげて検討し

てほしい。 

補修の機会を減らすため、発錆の原因とな

るドラム缶の保管環境や取扱い作業の方法

等について規制や機構内のルールに従って

引き続き適切に実施し、改善していきます。

 

②保管廃棄物容器自動点検技術の開発 

提言 機構の措置 

過去の画像と比較する技術も含めて要求さ

れる画像認識能力も含めた目標を設定する

こと。 

早期実装の点でまずはふげんの保管廃棄物

を対象として、容器表面の異常を判別でき

る画像認識能力を有する基本的なシステム

の確立を目標に技術開発を進め、過去の画

像との比較技術などソフトウェアのアップ

デートについては次の段階で進めていきま

す。 

技術の導入により、作業員の技量の低下や

熟練者の減少を招くことにならないような

取組を目指すことも検討してほしい。 

現段階では本技術の導入による作業員の技

量に係る課題は想定していませんが、導入

後の作業員の技量の維持、熟練者の養成に

ついては引き続き教育や OJT により進めて

いきます。 

廃棄物容器の保管時の点検については、機

構内でも展開可能な技術と考えられ、まず

はふげんサイトで実証まで進めることが重

要であると考える。取組の中で、他部署の特

徴や問題等も把握し、適宜連携が取れると

よい。 

本テーマは機構内の複数の部署で要望のあ

った課題を採択しており、ドラム缶の上下

面の点検を可能にするパレットの導入とそ

の点検方法の検討を他部署と連携して進め

ています。引き続き他部署との連携を深め、

機構内への展開を図っていきます。 

同じような画像診断による点検例は多く存

在するはずなので、関係する学会への参加

等で情報収集すべき。その上で、実証された

技術等の積極的な採用により、良好な開発

成果を確実に得られるようにしてほしい。 

画像診断に関しては、一般産業界や関係す

る学会等から積極的に情報収集を進め、実

証された技術については費用対効果も含め

て積極的に採用を図ります。 
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提言 機構の措置 

様々な意見を聞くことは妥当だが、拠点の

環境・ロケーションにより、状況が異なると

思われるため、総花的にならないように、優

先順位をつけた方がよい。 

基本的にはふげんサイトでの早期実証を目

途に研究開発を進めています。連携してい

る拠点でも保管方法はほぼ同様（ドラム缶

パレット積み）ですが、ドラム缶の間隔やパ

レット形状が少し異なる場合があることか

ら、それらに対応する方法も検討中です。他

拠点への展開時に発生するその他の課題に

ついては、優先順位を付けて進めていきま

す。 

画像診断システムについては、変化や進展

が著しい分野と推察する。取り入れている

技術が妥当な水準のものなのか、目的にか

なっているかどうか、適宜判断しながら進

める必要がある。その上で、目視点検に代わ

る効率的な手法が開発できればよい。なお、

本研究開発の成果は、他事業者への展開も

望まれ、他事業者における同様の点検の実

情やニーズについて具体的に調査把握し、

解決に向けた技術課題を共有することも必

要である。 

基本的にはふげんサイトでの早期実証を目

途に研究開発を進めています。日々進歩す

る画像診断技術については積極的に情報収

集を進め、必要に応じて本システムをアッ

プデートするなど目的に沿った開発を進め

ていきます。 

社会還元、実用化の段階では、他事業者のニ

ーズ等を調査した上で技術課題を共有し、

積極的に進めていきます。 
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提言 機構の措置 

中途半端な自動化により作業員の負担が逆

に増加しないよう、全体の点検作業の中で、

人がかかわる点検の部分を具体的に書き出

し、自動化の対象となる点検の部分を明確

にすることを検討してほしい。 

保管容器の外観点検では、パレット多段積

みのドラム缶容器を作業員が目視またはフ

ァイバースコープ等を用いて点検していま

す。欠陥や発錆を確認した場合にはフォー

クリフトで取り出し、容器の状態に応じて

入替え等の措置を行い、保管場所に戻す作

業の繰り返しとなり、大変時間のかかる作

業です。 

本技術を導入することにより、作業員が目

視確認し、欠陥箇所かどうかの判断を行っ

ていた部分がカメラを搭載した装置を移

動・設置し、容器の隙間にカメラを挿入して

撮影した画像について画像診断することで

欠陥や発錆を確認することが可能となり、

手作業で行っていた点検及び欠陥の判断を

自動化できることから作業時間の削減にな

ります。今後も本技術の導入により作業員

の負担が増加しないよう、引き続き研究開

発を進めていきます。 

廃止措置が長期化している中で、保管中の

廃棄物の健全性維持は重要な課題であるこ

とから、本研究成果は他事業者への展開も

望まれる。 

社会還元、実用化の段階では、他事業者のニ

ーズ等を調査した上で技術課題を共有し、

成果の展開を積極的に進めていきます。 

ドラム缶の積み下ろし作業の省略の記述が

あるが、どの程度の欠陥までを対象として

確認するのか、開発目標を段階的に定める

等、明確にしてはどうか。保管容器の収納方

法に関して、検査しやすいような設置方法

についても目を向ける必要がある。 

基本的には点検者の目視判断と同程度を考

えていますが、その基準についてはできる

限り定量化して開発目標を定めていきま

す。 

保管については許可上の収納方法や本数の

変更を伴うため、現状の保管施設での変更

は難しいですが、今後保管庫を新設する場

合には点検を考慮した設置方法も検討して

いきます。 
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③放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 

提言 機構の措置 

目標を明確化するため、具体的な廃棄物・ニ

ーズを明確化すること。 

機構のトレンチ処分における重要核種とし

て位置付けられている 239Np を対象に、溶融

固化体を想定した Np分析の前処理自動化技

術開発を行います。開発に当たっては、Np と

同様に分離の際に原子価調整が必要となる

Tc や Pu への適用拡大も含めて進めていき

ます。 

人材配分を具体的に示すこと。 主担当は研究員 1 名(専門:分析化学、デバ

イス開発)、研究員 1 名(専門:ICP-MS 分析、

分析機器接続開発)、主任研究員 1 名(専門:

電気化学、電解セル開発)、管理監督は副主

任研究員 1 名(専門:分析化学)の 4 名体制

に、本技術の実装を想定した廃棄物管理部

署の協力を加えた体制で開発に当たりま

す。 

最新の課題を共有する上で重要な 1Fとの連

携の意義とニーズを具体的に示すこと。 

1F では滞留水等の分析における二次廃棄物

や廃液の発生量が多いことが課題となって

います。本技術は、二次廃棄物量の少ない分

析手法でもあり、1F のニーズに合致した技

術であることから、1F での利用を視野に入

れ連携を進めます。また、今後の廃炉の進展

にともない発生する高濃度の放射性核種を

含む廃液の分析では、Np だけでなく U や Pu

等のα核種の個別分析が必要となるため、

これらの試料分析のニーズとして適用が期

待できます。 

社会の具体的ニーズを明確に示すこと。 原子力発電所等の廃止措置の加速に伴い分

析作業も増加するため、分析作業工程の大

幅な短縮・省力化を実現する本技術は廃止

措置のコスト削減ニーズを満たす技術とし

て期待できるものと考えます。また、分析核

種の多い再処理施設等において工程管理上

の分析コスト削減にも適用できるものと考

えます。 
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手作業で行っていた点検及び欠陥の判断を

自動化できることから作業時間の削減にな

ります。今後も本技術の導入により作業員

の負担が増加しないよう、引き続き研究開

発を進めていきます。 

廃止措置が長期化している中で、保管中の

廃棄物の健全性維持は重要な課題であるこ

とから、本研究成果は他事業者への展開も

望まれる。 

社会還元、実用化の段階では、他事業者のニ

ーズ等を調査した上で技術課題を共有し、

成果の展開を積極的に進めていきます。 

ドラム缶の積み下ろし作業の省略の記述が

あるが、どの程度の欠陥までを対象として

確認するのか、開発目標を段階的に定める

等、明確にしてはどうか。保管容器の収納方

法に関して、検査しやすいような設置方法

についても目を向ける必要がある。 

基本的には点検者の目視判断と同程度を考

えていますが、その基準についてはできる

限り定量化して開発目標を定めていきま

す。 

保管については許可上の収納方法や本数の

変更を伴うため、現状の保管施設での変更

は難しいですが、今後保管庫を新設する場

合には点検を考慮した設置方法も検討して

いきます。 
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提言 機構の措置 

取り組んでいる内容は、基礎研究として高

い価値を見出しているものと感じる。この

技術が現場のニーズに適合すれば、高い成

果を生み出すと考えられるので、早い段階

で整理したほうがよい。活用先も視野に入

れた取組が必要である。 

現場の様々な分析ニーズを調査し、今回開

発した技術が適用できるニーズを選択する

とともに、適用するための取組(発展・改良)

を進めていきます。 

本技術開発については、優秀な人員確保と

ともに、人材育成が進むことに期待したい。

大学等、外部の研究機関等との連携を視野

に入れるともに、本技術の現場への実装に

必要な人材育成も考慮していきます。 

ニーズを分析し、より効率的な手法の開発

に期待したい。現在取り組んでいる研究成

果がどのように活用できるか、逆に、現場で

の要望にどう研究成果をアレンジして実装

できるか、早めに整理して取り組むことを

期待したい。 

機構のトレンチ処分においては、239Np は重

要核種として位置付けられており、本技術

は処分前の Np分析の効率化に寄与できるも

の考えています。また、本技術は、二次廃棄

物量の少ない分析手法でもあり、1F のニー

ズに合致した技術であることから、1F での

利用を視野に入れ連携を進めます。 

現場との連携によりターゲットを明確にし

て進めていくことも必要である。 

現場との連携により、機構のトレンチ処分

における重要核種として位置付けられてい

る 239Np を対象に、溶融固化体を想定した Np

分析の前処理自動化技術開発を行います。

開発に当たっては、Np と同様に分離の際に

原子価調整が必要となる Tc や Pu への適用

拡大も含めて進めていきます。 

 

 

④レーザー除染技術開発 

提言 機構の措置 

最終的な他施設への展開にあたり、CO2及び

UV レーザーの選択やその方法等について、

具体的な指針や留意点を示すことで、実用

化の評価がしやすくなる。 

基本的には人形峠サイトでの実証を目途に

研究開発を進めていますが、他拠点への展

開に当たっては人形峠サイトでの実績等を

踏まえ、CO2 及び UV レーザーの選択の方法

等について具体的な指針や留意点を示して

進めていきます。 
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提言 機構の措置 

遠心機のウランフッ化物の除染で、反応機

構や特徴を把握し、他の汚染物へ応用する

ための要素をまとめられるとよい。他の乾

式・湿式法との比較も合わせて行うと実用

化のための判断材料になる。 

技術開発とともに除染メカニズムの解明等

を進めているところですが、人形峠サイト

以外の汚染物へ応用するために技術開発の

要素となるポイントについても今後まとめ

ていきます。また、技術の比較についても今

後示していきます。 

炭酸ガスレーザーの選択により、目的を達

成できる可能性があり、そのための準備も

進められていると判断する。除染により発

生するヒュームの回収とその取扱い(二次

廃棄物の扱い)についても今後検討を進め

てほしい。 

除染により発生するヒュームの回収とその

取扱いについては実証に向けた開発計画に

織り込み済みであり、計画に従って今後進

めていきます。 

コスト削減や二次廃棄物の発生量低減につ

いて、他の技術と比較可能なように、得られ

る情報を取りまとめていくとよい。上記が

達成されれば、社会的・経済的意義/ニーズ

に適合するものと考える。 

コスト削減や二次廃棄物の発生量低減につ

いて、他の技術と比較できるよう情報を取

りまとめます。 

本研究開発は、レーザーによる保管廃棄物

容器補修技術と関連があると思われるた

め、原理的な部分は連携をしてほしい。 

すでに原理的な部分については敦賀総合研

究開発センターを通じて連携しています

が、引き続き効率的な開発を目途に連携を

進めていきます。 

 

⑤廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手法の開発(デジタル技術) 

提言 機構の措置 

現場の情報をデータベース化しそれを適時

に反映させて、柔軟なコード開発を目指し

てほしい。その後、実際の現場への適用をき

ちんと視野に入れて進められるとよい。 

ふげんの廃止措置で発生する廃棄物を対象

に、現場への実装を目指して研究開発を進

めています。すでに現場の情報を採取し反

映している段階ですが、引き続き実用的コ

ード開発に努めていきます。 

他の分野(輸送関連等)にも同じような最適

化手法がないか調査が必要ではないか。 

定型物の最適収納化はあるものの、最適な

収納のために切り出す形状決定、切り出し

た切断片の最適収納化までを含めた手法は

ほとんどないことから開発を進めていま

す。引き続き他分野も含めた情報収集を進

めます。 

 
 

 

提言 機構の措置 

取り組んでいる内容は、基礎研究として高

い価値を見出しているものと感じる。この

技術が現場のニーズに適合すれば、高い成

果を生み出すと考えられるので、早い段階

で整理したほうがよい。活用先も視野に入

れた取組が必要である。 

現場の様々な分析ニーズを調査し、今回開

発した技術が適用できるニーズを選択する

とともに、適用するための取組(発展・改良)

を進めていきます。 

本技術開発については、優秀な人員確保と

ともに、人材育成が進むことに期待したい。

大学等、外部の研究機関等との連携を視野

に入れるともに、本技術の現場への実装に

必要な人材育成も考慮していきます。 

ニーズを分析し、より効率的な手法の開発

に期待したい。現在取り組んでいる研究成

果がどのように活用できるか、逆に、現場で

の要望にどう研究成果をアレンジして実装

できるか、早めに整理して取り組むことを

期待したい。 

機構のトレンチ処分においては、239Np は重

要核種として位置付けられており、本技術

は処分前の Np分析の効率化に寄与できるも

の考えています。また、本技術は、二次廃棄

物量の少ない分析手法でもあり、1F のニー

ズに合致した技術であることから、1F での

利用を視野に入れ連携を進めます。 

現場との連携によりターゲットを明確にし

て進めていくことも必要である。 

現場との連携により、機構のトレンチ処分

における重要核種として位置付けられてい

る 239Np を対象に、溶融固化体を想定した Np

分析の前処理自動化技術開発を行います。

開発に当たっては、Np と同様に分離の際に

原子価調整が必要となる Tc や Pu への適用

拡大も含めて進めていきます。 

 

 

④レーザー除染技術開発 

提言 機構の措置 

最終的な他施設への展開にあたり、CO2及び

UV レーザーの選択やその方法等について、

具体的な指針や留意点を示すことで、実用

化の評価がしやすくなる。 

基本的には人形峠サイトでの実証を目途に

研究開発を進めていますが、他拠点への展

開に当たっては人形峠サイトでの実績等を

踏まえ、CO2 及び UV レーザーの選択の方法

等について具体的な指針や留意点を示して

進めていきます。 
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提言 機構の措置 

コストと被ばく量の関係も同時に検討が必

要である。 

コストと被ばく量については開発計画に織

り込み済みであり、計画に従って今後進め

ていきます。 

効率的な開発には、最適なツールと、これに

長けた人材確保が重要である。 

人材確保・育成とツールの費用対効果等を

考慮しつつ研究開発を進めていきます。 

既に収納容器に入った廃棄物の内容を画像

認識で把握し、事前に充填率を最適化でき

れば、作業の安全面、省力化が大きく進展す

るものと期待される。 

本テーマの目的は廃止措置で発生する解体

廃棄物に対して、充填率の向上を考慮した

切断方法と、発生した切断片を保管容器に

収納する方法の最適化です。既に収納容器

に入った廃棄物の詰め替えは、容器の劣化

等で余儀なくされる場合を除き想定してお

りませんが、大量のニーズ(コストメリッ

ト)が発生した場合には、非破壊測定技術と

組み合わせて事前に充填率を最適化する方

法も検討していきます。 

各種廃棄物をどのような廃棄体として、埋

設処分までもっていくことが必要なのかと

いった検討を、最初にあるいは少なくとも

並行して実施した方がよいのではないか。

詰め替え(手戻り)が発生すると、最終的に

コストアップになるおそれもある。 

本テーマの目的は廃止措置で発生する解体

廃棄物に対して収納を考慮した切断方法

と、切断片を保管容器に収納する方法の最

適化です。通常、保管容器に収納した廃棄物

は、容器も含めてそのまま廃棄体にはでき

ず、廃棄体化という品質保証を含めた手順

を踏んで処分することになります。廃棄体

化に必要な要件は入手しており、その条件

下で切断・収納を最適化することも可能で

す。廃棄体化については機構内の担当部署

が埋設処分に向けてさらに様々な基準を検

討している段階ですので、各種廃棄物が手

戻りのない廃棄体になるよう担当部署と情

報共有しつつ研究開発を進めていきます。 
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⑥廃棄物処理作業へのロボットの適用に関する技術開発 

提言 機構の措置 

目下の課題である排気フィルタ処理へのロ

ボットの適用を実証した後は、現に実施し

ている様々な作業の中から人員不足や安全

性向上、効率化の観点で課題を選定するこ

と。 

排気フィルタ処理へのロボット適用を実証

した後には、現に実施している様々な作業

の中から人員不足や安全性向上、効率化の

観点で課題を選定するよう今後の計画を策

定します。また、排気フィルタ処理へのロボ

ット適用を実施する中でも、切断等の各要

素について、現在実施している現場作業へ

の適用を念頭に知見を整理します。 

ロボット化によるメリット(被ばく低減効

果や費用対効果)を示すこと。また、今後の

展開に際しては、優先度の高い廃棄物処理

作業の業務全体の作業を俯瞰して人手作業

の見直すべきポイントを明確化すること。 

今後得られる成果をもとに、ロボット化に

よるメリット(被ばく低減効果や費用対効

果)をより具体的に明示するよう努めると

ともに、現在行われている、あるいは今後計

画されている人手作業全体を調査し、ロボ

ット化への見直しによる効果が高いものと

想定されるポイントについて明確にして技

術開発に取り組みます。 

ロボット化によるメリット(被ばく低減効

果や費用対効果)を示し、ロボットありきの

開発ではないことを示すこと。 

ロボット化によるメリット(被ばく低減効

果や費用対効果)だけでなく、適用可能性が

あるロボット化以外の代替手段についても

示し、ロボット化のもたらすメリットが相

対的に高いことが分かる説明となるよう工

夫します。 

学生の受け入れだけではなく、必要であれ

ば大学の研究室と連携を取って進めるこ

と。 

技術的な要素ごとに適用可能な技術の有無

を整理した上で、国内外他機関との連携に

ついて幅広く調査し、必要に応じて大学の

研究室と連携する等、成果の最大化に向け

て柔軟に取り組みます。 

ロボット技術は、他の分野での成功事例を

上手く取り入れ、連携を進めるべきである

とともに、作業内容を具体的に絞って検討

すれば、ロボットの選定や学習方法等も含

めて、他機関との連携も具体的になってく

るものと考える。 

他分野での成功事例の情報を取り入れると

ともに、ロボットに任せる作業内容を絞っ

て検討することにより、他機関との連携を

進めます。 

 

 

 

 

 
 

 

提言 機構の措置 

コストと被ばく量の関係も同時に検討が必

要である。 

コストと被ばく量については開発計画に織

り込み済みであり、計画に従って今後進め

ていきます。 

効率的な開発には、最適なツールと、これに

長けた人材確保が重要である。 

人材確保・育成とツールの費用対効果等を

考慮しつつ研究開発を進めていきます。 

既に収納容器に入った廃棄物の内容を画像

認識で把握し、事前に充填率を最適化でき

れば、作業の安全面、省力化が大きく進展す

るものと期待される。 

本テーマの目的は廃止措置で発生する解体

廃棄物に対して、充填率の向上を考慮した

切断方法と、発生した切断片を保管容器に

収納する方法の最適化です。既に収納容器

に入った廃棄物の詰め替えは、容器の劣化

等で余儀なくされる場合を除き想定してお

りませんが、大量のニーズ(コストメリッ

ト)が発生した場合には、非破壊測定技術と

組み合わせて事前に充填率を最適化する方

法も検討していきます。 

各種廃棄物をどのような廃棄体として、埋

設処分までもっていくことが必要なのかと

いった検討を、最初にあるいは少なくとも

並行して実施した方がよいのではないか。

詰め替え(手戻り)が発生すると、最終的に

コストアップになるおそれもある。 

本テーマの目的は廃止措置で発生する解体

廃棄物に対して収納を考慮した切断方法

と、切断片を保管容器に収納する方法の最

適化です。通常、保管容器に収納した廃棄物

は、容器も含めてそのまま廃棄体にはでき

ず、廃棄体化という品質保証を含めた手順

を踏んで処分することになります。廃棄体

化に必要な要件は入手しており、その条件

下で切断・収納を最適化することも可能で

す。廃棄体化については機構内の担当部署

が埋設処分に向けてさらに様々な基準を検

討している段階ですので、各種廃棄物が手

戻りのない廃棄体になるよう担当部署と情

報共有しつつ研究開発を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

JAEA-Evaluation 2024-002

- 31 -



 
 

 

提言 機構の措置 

一般にロボットの開発コストは求める能力

によって大きな幅があると推察する。調査

を継続し、他の廃棄物処理への展開の可否

は多角的に判断、提案がなされることが望

ましい。 

他廃棄物への適用については、多角的な視

点で判断します。 

安全かつ効率的な廃棄物の取扱いは、各種

原子力施設で非常に重要である。しかし、取

り扱う廃棄物の種類は様々であるため、社

会実装に向けては、共通の課題を見出す、優

先度をつける等、計画に反映することを期

待する。 

社会実装に当たっては、共通の課題を見出

す、優先度をつける等を研究開発計画に反

映します。 

協調ロボットの開発には、現場との連携が

不可欠であるため、現場からの具体的なフ

ィードバックを得る体制や頻度を適切に設

定して進めることも必要である。 

廃棄物を取り扱う現場との連携を進めま

す。 

まずは、廃棄フィルタの打ち抜きへの適用

に向けて具体化させ、活用実績を得つつ、他

の廃棄物へ拡張していくとよい。 

ロボットの活用実績を積み重ね、他への適

用を進めます。 

 

以上 
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付録 1 研究開発課題の事前評価について（諮問） 
  

 
 

 

提言 機構の措置 

一般にロボットの開発コストは求める能力

によって大きな幅があると推察する。調査

を継続し、他の廃棄物処理への展開の可否

は多角的に判断、提案がなされることが望

ましい。 

他廃棄物への適用については、多角的な視

点で判断します。 

安全かつ効率的な廃棄物の取扱いは、各種

原子力施設で非常に重要である。しかし、取

り扱う廃棄物の種類は様々であるため、社

会実装に向けては、共通の課題を見出す、優

先度をつける等、計画に反映することを期

待する。 

社会実装に当たっては、共通の課題を見出

す、優先度をつける等を研究開発計画に反

映します。 

協調ロボットの開発には、現場との連携が

不可欠であるため、現場からの具体的なフ

ィードバックを得る体制や頻度を適切に設

定して進めることも必要である。 

廃棄物を取り扱う現場との連携を進めま

す。 

まずは、廃棄フィルタの打ち抜きへの適用

に向けて具体化させ、活用実績を得つつ、他

の廃棄物へ拡張していくとよい。 

ロボットの活用実績を積み重ね、他への適

用を進めます。 

 

以上 
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令 ０ ５ 原 機 （ バ統 ） ０ ０ 1 

令 和 ６ 年 ３ 月 ２ １ 日 

 

廃止措置研究開発・評価委員会 

 委員長 佐々木 隆之 殿 

 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

バックエンド統括本部 

 本部長  板倉 康洋 

             （公印省略） 

 

 

 

研 究 開 発 課 題 の事 前 評 価 について （ 諮 問 ）  

 

「研究開発・評価委員会の設置について」（17（達）第 42 号）第 3 条第 1 項に基づき、次

の事項について諮問します。 

 

 

記  

 

〔 諮 問 事 項 〕  

「 原 子 力 施 設 の廃 止 措 置 及 び関 連 する放 射 性 廃 棄 物 の処 理 に関 する 

技 術 開 発 」 に関 する事 前 評 価  

 

 

 

以 上 
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付録 2 第 6 回廃止措置研究開発・評価委員会配付資料 
  

This is a blank page. 
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資料１ 

令和 5 年度 廃止措置研究開発・評価委員会 議事次第 
 
1. 日 時：令和 6 年 3 月 8 日（金） 13：00～17：00 

 
2. 場 所：国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 東京事務所 第 1 会議室 

 
3. 議 題： 

(1) バックエンドの技術開発方針とテーマの選定について 
(2) バックエンドの技術開発に関する事前評価 

 
4. 配付資料 

資料１ 令和 5 年度 廃止措置研究開発・評価委員会 議事次第 
資料２ 令和 5 年度 廃止措置研究開発・評価委員会 進行スケジュール 
資料３ 廃止措置研究開発・評価委員会 委員名簿 
資料４ 課題評価の進め方について 
資料５ 事前評価シート 
資料６ バックエンドの技術開発方針とテーマの選定について 
資料７－１ レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 
資料７－２ 保管廃棄物容器自動点検技術の開発 
資料７－３ 放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 
資料７－４ レーザー除染技術開発 
資料７－５ 廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手法の開発 

(デジタル技術) 
資料７－６ 廃棄物処理作業へのロボットの適用に関する技術開発 

 
以 上 
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資料２ 

令和 5 年度 廃止措置研究開発・評価委員会 進行スケジュール 

資料No. 項 目 予定時間 

 機構挨拶 
13:00～13:05 

 資料確認 
資料3 委員の紹介と委員長の選出 13:10～13:20 

資料4，5 課題評価の進め方について 13:20～13:25 

資料6 
バックエンドの技術開発方針とテーマの選定について 13:25～13:50 

(発表15分/質疑10分)質疑 

資料7-1 
レーザーによる保管廃棄物容器補修技術 13:50～14:15 

(発表10分/質疑15分)質疑 

資料7-2 
保管廃棄物容器自動点検技術の開発 14:15～14:40 

(発表10分/質疑15分)質疑 

資料7-3 
放射性廃棄物分析前処理の自動化技術開発 14:40～15:05 

(発表10分/質疑15分)質疑 
休憩 15:05～15:20 

資料7-4 
レーザー除染技術開発 15:20～15:45 

(発表10分/質疑15分)質疑 

資料7-5 
廃止措置における廃棄物の分割・収納方法の最適化手

法の開発(デジタル技術) 
15:45～16:10 

(発表10分/質疑15分)
質疑 

資料7-6 
廃棄物処理作業へのロボットの適用に関する技術 
開発 

16:10～16:35 
(発表10分/質疑15分)

質疑 
全体質疑 16:35～16:55 

 連絡事項 16:55～17:00  
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資料３ 

廃止措置研究開発・評価委員会 委員名簿 

（委嘱期間：承諾日～令和 6年 3月 31 日） 

 

（敬称略、五十音順） 

委員氏名 所属・職位 

浅 沼
あさぬま

 徳子
のりこ

 
学校法人東海大学 工学部 応用化学科 

准教授 

桐 山
きりやま

 崇
たかし

 
日本原子力発電株式会社 

廃止措置プロジェクト推進室長 

佐々木
さ さ き

 隆 之
たかゆき

 
国立大学法人京都大学大学院 工学研究科 

原子核工学専攻 教授 

永 橋
ながはし

 賢司
けんじ

 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 

経済安全保障重要技術育成プログラム統括プロジェクトチーム

海空無人機開発プロジェクトチーム 

プロジェクト長 

新
にい

津
つ

 好
よし

伸
のぶ

 
日本原燃株式会社 技術本部 

技術管理部長 

吉田
よしだ

 剛
たけし

 
国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 

イノベーション推進部長 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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